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１. アーキテクチャ設計にあたって 

１.１ アーキテクチャ設計の基本要件 
本システムを設計するにあたって、以下に上げる内容をアーキテクチャの

基本要件として考慮し、設計を実施する。 
 
・ 標準取引手順として、SCMモデル専門委員会の成果を最大限に尊重す
・ る方針をとる。この成果物は UML で記述されているため、一貫して

UMLを活用した設計を行う。 
・ 国際標準との整合性も考慮しつつ、日本で利用できることを最優先と

した仕様作成を行う。メッセージ仕様は JEDICOS-XML を前提とす
る。 

・ メッセージ交換方式として、ebXML MSに準拠した「メッセージ交換
手順ガイドライン」（財団法人流通システム開発センターの 2002 年度
調査研究事業）に従った設計を行う。 

・ 本システムの導入形態として、ASP 方式（主に中小企業が対象）と自
社システムとして導入する方式（主に大企業が対象）を考慮した設計

を行う。 
・ 導入を容易にするために、本システムで設計するビジネスモジュール

について、特定のハード・ソフトに依存しない設計とする。 
・ 将来の業務の変化に応じて、システム全体を作り直すことなしに、ビ

ジネスモジュールを追加、変更、削除できるような設計とする。 
・ 本システムは、販売側・購入側の２つの機能を持ち、通常は片方の機

能で稼動するが、ASP 業者を考慮し、双方の機能搭載も可能なアーキ
テクチャ設計とする。 
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本システムの利用について 
本システムの導入形態として、ASP方式と自社システムとして導入する方
式を想定する。 

 
・ 本システムを自ら所有し、自社システムと直接接続して利用。 
・ ASP業者が提供する本システムをインターネット経由で利用。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １．１  システム利用の全体イメージ 
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１.１.１ 企業規模に応じた本システム利用方法 

本システムのアーキテクチャ設計では、以下の３パターンの利用方法を想

定して設計を行う。 
 

（１） 主に大企業が自社システムと本システムを接続して利用する場合 
既存の基幹業務システムとの接続において、本システムとの接続インター

フェースを別途準備することにより、既存システムの持つ機能はそのままに、

本システムによる標準 EDIへの対応を実現する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １．２ 大手企業の自社導入システムイメージ 

 
（２） 主に中小企業が本システムを自社システムとして利用する場合 

本システムを自社システムとして導入し、本システムが提供するWebイン
ターフェースの業務画面をイントラネット経由で利用する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １．３ 中小企業の自社システム導入イメージ 
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（３） 主に中小企業が ASP業者の提供する本システムを利用する場合 
ASP業者などの提供する本システムをインターネット経由で利用すること
により、低コストでシステムの利用を可能とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 １．４ 中小企業の ASP利用イメージ 
 

Web端末

ＢＭサーバ

通信サーバ

＜ＡＳＰ業者＞

Web業務サーバ

＜中小企業＞

Web端末

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

＜中小企業＞

自由度: 小
構築コスト : 小

自由度: 小
構築コスト : 小

 
 



 

 
 ２-１

２. システム構成要素 

２.１ システム構成要素抽出 
本システムではビジネスプロセスの効率化と企業間のビジネスプロセス連

携をサポートする柔軟性のあるシステム構築が必要とされる。 
これらを実現するために、ebXML等の e-ビジネスの標準フレームワークに
対応し、インターネット上での企業間ビジネス連携を行う「ビジネスモジュ

ール」と、その周辺のシステムの構成を検討する。 
 
「ビジネスプロセス」とは、それが正しく実行された場合に、明示的なビジ

ネスゴール（取引の目的）を満たすと考えられる一連の企業活動である。例

えば、「受発注プロセス」は、発注商品・数量の決定、発注情報の作成、発注

情報の送信、発注情報の受信、受注処理という一連の企業活動を経て「２社

間での注文の確定」という明確なビジネスゴールを満たす為の一つのプロセ

スである。 
 
本システムでは、各ビジネスプロセスにおいて、企業間で情報交換を行う

ための一連の作業の流れや情報の流れを表した「パブリックフロー」と、そ

のパブリックフローをさらにブレイクダウンして、各企業内で実際に行う業

務レベルの作業や情報の流れを表した「業務フロー」のそれぞれの実行を制

御することにより、一連のビジネスプロセスを実行することを目的とする。 
 
各ビジネスプロセスのパブリックフロー及び業務フローを実行する構成を

検討する上で、本システムに要求される基本的な機能要件として以下の項目

を考慮する。 
 
・ ビジネスプロセスの流れを定義したパブリックフロー、業務フローの

実行及び管理を行う。 
・ フローのアクティビティとして定義された作業と連携して、各業務サ

ービスを呼び出す。 
・ パブリックフローの企業間通信部分については、（財）流通システム開

発センターの調査研究事業成果である「JEDICOS-XMLメッセージ」、
および「メッセージ交換手順ガイドライン」に準拠したメッセージの

送受信を行う。 
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２.２ システム全体構成 
２.２.１ システムの全体構成図 

本システムの必要とされる機能を実現する為のシステムの全体構造は、以

下の図のようになる。 
ビジネスプロセスの実行及び管理を行う「ビジネスモジュール」を中心と

し、ビジネスモジュールと連携して動作する周辺の機能から構成される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２．１ システム構成 

購入側システム

既存の基幹
業務システム

変換
モジュール
(商用利用の場合
個別開発)

J手順/JEDICOS等

Web
アプリケーション

ビジネスモジュール インター
ネット

認証
サーバ

ビジネスプロセス実行機能

トランザクション管理機能

監査機能

認証DB

DMZ*

ファイア
ウオール

SSL / Web
中継サーバ

販売側システム

内部構成は購入側システムと同等。

データ管理機能

発
注

商
品
情
報

入
荷
検
品

受
領

支
払
案
内

在
庫

P
O
S
売
上

発
注

商
品
情
報

入
荷
検
品

受
領

支
払
案
内

在
庫

P
O
S
売
上

メールサーバ

受
注

商
品
情
報

出
荷

受
領

請
求

在
庫

P
O
S

売
上

受
注

商
品
情
報

出
荷

受
領

請
求

在
庫

P
O
S

売
上

業
務
サ
ー
ビ
ス
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス

Web

運用監視
サーバ

利用者

通信サーバ

XML処理

通信処理

ebXML/MS
通信機能

利用者

データベース

取引履歴

ビジネスプロセス情報

JEDICOS-XML

業務DB 業務管理DB

 
 



 

 
 ２-３

 
２.２.２ システム全体構成の各要素の機能と役割 

ビジネスモジュール及びその周辺の各要素について、その機能と役割を以

下の表に説明する。 
表 ２．１ ビジネスモジュールの機能 

 役割／機能 

ビジネスプロセス実行機

能 

 

定義されたビジネスプロセスにもとづいて、外部システムとのデータ交

換を行い、取引を実現する機能。対応する業務によって、各種のサブ

モジュールを持つ。 

データ管理機能 

 

データベース内の XML 情報を作成・変更・削除・照会するための機

能。 

監査機能 

 

システムの利用履歴をチェックし、情報セキュリティを向上させるため

の機能。 

業務サービスインタフェ

ース 

 

ビジネスモジュールと、企業内の基幹システムの業務サービスまたは

Web 画面サービスとの連携をとるためのインターフェース部分。 

トランザクション管理機

能 

 

取引や通信の整合性を保つために、システムの動作に必要な各種の

機能（ミドルウェア）を指す。 

 

表 ２．２ データベースの機能 
 役割／機能 

ビジネスプロセス情報 

 

ビジネスプロセスモデル検討の結果を受け、詳細設計を経て作成され

る XML のビジネスプロセス情報。 

取引履歴 

 

本システムを利用して行われた取引の履歴。 

 

監査機能 

 

システムの利用履歴をチェックし、情報セキュリティを向上させるため

の機能。 

業務データベース 

 

本システムで使用される業務情報。 

業務管理データベース 

 

本システムで使用される業務データの管理情報。 

 

 
表 ２．３ Webアプリケーションの機能 

 役割／機能 

Web アプリケーション 

 

中小の利用者が本ビジネスモジュールを利用するための窓口を提供

するシステム。販売側・購入側の基本的な業務に対応する。 

 
表 ２．４ その他のサーバ上の機能 

 役割／機能 

通信サーバ 

 

ebXML の通信を解釈・生成するためのミドルウェア。 

XML 処理・通信処理を担当する。 

変換モジュール 

 

既存システムとビジネスモジュールを接続する場合に必要な、メッセ

ージの変換モジュール。既存システムとの接続の必要に応じて、個別

対応して開発されるもの。 
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基幹業務システム 

 

各企業の持つ、既存の基幹システム。受発注システム等を想定する。

運用監視サーバ 

 

システムのサービス状況の監視や、バックアップ等日々のシステム運

用を制御する。 

認証サーバ 

 

本システムを利用する上でのユーザの正当性を確認し、各種利用権

限を管理する。 

DMZ 

 

セキュリティ上必要な、ネットワークの一部。ファイアウォール、SSL 中

継サーバ、メールサーバが配置される。 
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２.３ システム構成の各要素の説明 
ここでは、本システムで設計の対象の中心となる「ビジネスモジュール」

について、各構成要素のアーキテクチャを説明する。 
 
２.３.１ システム構成の論理分割 

本システムを構成する「ビジネスモジュール」及びその周辺のシステムの

の構成を設計する上で、論理的に３つの機能に分割し、それぞれの役割を定

義する。 
３つの機能の役割を明確にして論理的な機能を分離することにより、ビジ

ネスプロセスの変更、通信プロトコル及び仕様の変更、各種業務システムの

変更が発生した場合、システム全体としての影響を最小限に止めることが可

能である。 
表 ２．５ 論理階層とその役割の定義 

機能 役割 

ビジネスモジュール 企業間でデータを取引するためのビジネスプロセスの連

携、管理をサポートするプロセス管理機能。 

業務システム 
 

ビジネスプロセスと連携する業務システム。連携の対象とし

て、既存の業務システム内の業務サービスや Web 画面サ

ービス等が存在する。 

通信機能 (財)流通システム開発センターの調査研究事業成果で
ある「メッセージ交換手順ガイドライン」に基づいた

通信を解釈・生成するためのミドルウェア。 
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図 ２．２ システム構成の論理分割 
 

２.３.２ 論理分割した機能の連携関係 

企業間の取引の流れを定義したパブリックフローは、ビジネスモジュール

内のプロセス実行機能によってコントロールされる。 
パブリックフローの構成要素であるアクティビティとして割り当てられた

作業について、既存の業務システム内の業務サービスやWeb画面サービス、
企業間通信モジュールと対応付けることにより、企業間取引の一連のビジネ

スプロセスが実行される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２．３ 機能の連携関係 
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本システムで設計したビジネスモジュールを実際に実装し動作させる為に
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企業間の取引を行うビジネスプロセスの分析・設計の結果から、目的レベ

ルアクティビティ図を作成する。 
作成された目的レベルアクティビティ図より、その流れを制御するフロー

定義を作成すると共に、各アクティビティに対応した処理ロジックの実装を

行う。 
プロセスを実行するプロセスエンジンは、フロー定義を読み込み、定義さ

れたフローに従って各アクティビティに割り当てられた処理を実行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２．４ ビジネスプロセス定義の流れから実行までの流れ 
 

２.３.３.１ 業務サービスインターフェース 

ビジネスプロセスから既存の業務システム内の各業務サービスやWeb画面
サービスとの連携は、ビジネスモジュールの「業務サービスインターフェー

ス」によって実現される。 
この業務サービスインターフェースを用いることにより、既存の業務サー

ビスとの連携が容易に実現され、既存の業務サービスを本システムのビジネ

スプロセスの一部として利用可能となる。 
 
インターフェースする対象業務サービスとして、以下のようなものが挙げ

られる。 
表 ２．６ インターフェース対象業務サービス 

アプリケーション 説明 

Web画面サービス Ｗｅｂの画面からの処理要求及び各種問い合わせを行うた

めの業務画面。Web画面を通じてビジネスモジュールの機

能を利用可能となる。 

既存業務システム ホストの個別業務システムやオープン系の業務パッケージ

等で利用されている既存の業務サービスを本システムの一

部として利用可能となる。 
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業務サービスインターフェースの具体的な実装方式については、各業務シ

ステムの実装や、本システムのビジネスモジュールを配置する際に選択され

るソフトウェアプロダクトによって異なる。 
本システムの設計の対象として、連携する際のインターフェースデータの

フォーマットのみを定義する。連携における実装方式については、具体的な

業務システムや選択したソフトウェアプロダクトが決定した段階で選択す

る。 
 
一般的な連携方式について以下の図に示し、各連携方式のアーキテクチャ

を説明する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２．５ 業務サービスインターフェースの連携イメージ 
 

（１） Web画面インターフェース連携 
ビジネスモジュールで定義したフロー定義のアクティビティに対して、

Web の画面から処理要求を行うことにより連携する。各アクティビティの入
力となるインターフェースデータをWeb画面で入力して、http経由で処理要
求することによって、アクティビティが実行される。 

 
（２） ファイル連携 

業務システム側、ビジネスモジュール側が生成したデータをファイルとし

て受け渡すことによって連携する。ファイルの送受信をトリガーにしてそれ

ぞれがデータを取り込むことによって処理を実行する。 
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データ送受信は、FTP等の一般的な通信プロトコルを利用し、ファイル送
受信後の処理の実行制御の方法は、プロセス起動、ファイルポーリング等の

仕組みがある。 
 
（３） プロトコルトランスレータ接続 

アプリケーション特有のデータ形式やプロトコルに対応するため、システ

ムの連携を容易に実現可能である。SAP R3等を代表とする ERPパッケージ
や、国内で普及している全銀 TCP/IP プロトコル等の独自プロトコルに対応
したものが存在する。他のシステムと接続するという意味で「アダプタ」と

も呼ばれる。 
 

２.３.３.２ 通信サーバインターフェース 
パブリックフローのアクティビティに割り当てられた処理の中で、実際に

企業間でデータ交換を行う通信部分については、(財)流通システム開発センタ
ーの調査研究事業成果である「メッセージ交換手順ガイドライン」に対応し

た通信サーバと連携して ebXML仕様での通信を行う。 
ビジネスモジュールと通信サーバとの連携方式については、インターフェ

ースするデータ形式を JEDICOM-XML と規定するが、通信プロトコルや連
携方式については、特に規定しない。 

 
なお、実際の企業間の通信を実現するために必要な機能及びアーキテクチ

ャについては、別途後述する通信サーバの項に記述する。 
 

２.３.３.３ データ変換 

企業間のデータ交換を行う上で、各企業が業務で利用している固有のデー

タフォーマットやコード体系について、本システムの標準メッセージ形式で

ある JEDICOS-XMLとの変換を行う必要がある。 
データの変換は、データ記述形式(XML,CSV等)の変換や、データの意味内
容での対応つけ（マッピング）などがあり、選定するソフトウェアに応じて

これらを簡易に変換できる豊富な機能が提供される。 
また既存の業務システムとの連携を行う場合、OSのプラットフォームに応
じてデータの記述するコード体系が相互に異なる場合も多く、ASCII、シフ
ト JIS、EUC、Unicode や各社のメインフレームでのコード体系の変換を行
う機能も提供される。 
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２.３.３.４ ビジネスモジュールのソフトウェア選定基準 

前項までに述べたビジネスモジュールの構成要素より、ビジネスモジュー

ルに必要とされる機能の一覧を次の表に記述する。各機能の必要性等を検討

し、ビジネスモジュールを配置する際のソフトウェアプロダクトの選定を行

う。 
表 ２．７ ビジネスモジュールサーバの選定基準 

選定項目 選定基準 

ビジネスプロセス

実行機能 

ビジネスプロセスの流れを定義したフロー定義情報に基づいて、処理の

流れを制御する機能。 

ビジネスプロセスに基づいて、分岐、繰り返し、並列実行等処理の流れ

を定義する機能。 

アクティビティ図からフロー定義 XML ファイルを自動生成する機能 

フロー定義機能 

GUI 画面にてビジュアルにフロー定義を行う機能。 

データ変換機能 ビジネスプロトコルの多彩なフォーマットに対応するために操作姓の優

れたマッピング機能、および高速なデータ変換機能 

アクティビティ連携 

処理ロジック 

各種業務ロジックを記述し、ビジネスプロセスと連携させる機能。（言語

は問わないが基本的に Java を想定） 

業務サービスイン

ターフェース 

アクティビティと各種業務サービスを連携するためのインターフェース機

能（接続用部品） 

Web 画面 I/F 利用者が業務プロセスの一部をWeb 画面から利用するための機能。 

トランザクション管

理機能 

取引先やメッセージ、通信プロトコル、リソースを管理および制御し、デ

ータ転送の結果として多数のトランザクションを確実にビジネスモジュー

ルにつなぎ、その状態を管理する。 

運用管理機能 永続性や可用性を高めるために各種監視機能によりジョブ実行時の再

試行／自動復旧を行う。また重度障害を想定し、障害の検知とメール等

による通報、および各種運用監視ツールとの連携機能等も必要とされ

る。 

監査機能 ビジネスプロセスの各処理におけるログの出力を行う。 

利用者インターフ

ェース 

ASP等の配置を考慮し、Webベースの画面インターフェースによりインタ

ーネット経由での各種設定および管理が可能となる。またグループ毎の

権限設定によりセキュリティを確保する機能も必要となる。 
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２.３.４ 通信サーバの機能と構成 

本システムで企業間通信を行うために必要な機能を、通信サーバの機能と

して位置づけ、通信サーバの役割およびアーキテクチャを記述する。 
通信サーバの機能と役割を明確にすると共に、通信サーバとして配置する

際に選択するソフトウェアプロダクトの選定基準とする。 
 

２.３.４.１ 本システムでの企業間通信の基本構成 

本システムでは、(財)流通システム開発センターの調査研究事業成果である
「メッセージ交換手順ガイドライン」に従って、XML ドキュメントである標
準メッセージ形式「JEDICOS-XML メッセージ」を送受信する。 
「メッセージ交換手順ガイドライン」は「ebXML MS 2.0(メッセージングサ
ービス)」および「ebXML CPA 2.0(相互通信規約)」に基づき、流通業界で必
要とされる機能の絞込みや、企業間での遵守項目を規定したメッセージ交換

方式である。 
 
ビジネスモジュールから呼び出される「送受信ＡＰ」は、XMLドキュメン
トを送受信する送信モジュールと受信モジュールから構成される。送信モジ

ュールは、ビジネスプロセスから呼び出され、指定されたビジネス文書

(JEDICOS-XML メッセージ)を ebXML MS 規定のエンベロープで包み、取
引先の通信サーバーのアドレス(URL)へ送信する。受信モジュールは、取引
先の通信サーバーから受け取った ebXML MSメッセージを処理し、所定のビ
ジネスプロセスを呼び出してビジネス文書(JEDICOS-XML メッセージ)を受
け渡す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ２．７ 企業間のデータ交換イメージ 
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２.３.４.２ 自社システム導入形態でのメッセージ交換 

自社システム導入形態(主に大企業が対象)におけるメッセージ交換の流れ
は、ebXMLに基づいた「メッセージ交換手順ガイドライン」に従う。ebXML
は、業種、規模などの制限なく、あらゆる企業・団体がグローバルな電子商

取引を実現出来ることを目的に標準化が進められた BtoB フレームワークで
ある。 
本システムの通信サーバは ebXML の通信仕様に準じた企業間のデータ交

換が行えることを必須条件とする。 
以下に「メッセージ交換手順ガイドライン」で想定されている、取引まで

の流れを記す。※企業Ａが企業Ｂとの取引を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ２．８ 「メッセージ交換手順ガイドライン」を利用した取引までの流れ 

 
（１） ebXML レジストリサービスを利用して、登録されている CPA テンプレー

ト、および JEDICOS-XMLスキーマファイルを取り出す。 
（２） 取引を行いたい企業 Aと企業 Bは両者の提供するサービス内容に応じて合

意に達した内容（CPA）を取り交わす。CPAには取引を実現するために企業
同士が合意すべきシステム仕様が格納される。 

（３） 合意内容に基づいたビジネスプロセスに従って取引を行う。 
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２.３.４.３ 通信サーバのソフトウェア選定基準 

通信サーバの機能の実現、及び今後の各種標準やプロトコルの変更等も考

慮し、ソフトウェアプロダクト選定の際のポイントを以下の表に記述する。 
表 ２．８ 通信サーバの選定基準 

選定項目 選定基準 

通信プロトコル 今後のプロトコルの変換等に柔軟に対応する為には、国内標準として広

く利用されているプロトコルからインターネット標準プロトコルまで、企業

間メッセージや情報交換に必要なロトコルを幅広くサポートされているこ

とが求められる。 

ビジネスプロトコル ebXML を始めとするインターネット標準プロトコルへの対応を必須とし、

今後のビジネスプロトコルの変更にも柔軟に対応していくことが求められ

る。 

データ変換機能 ビジネスプロトコルの多彩なフォーマットに対応するための操作性の優

れたマッピング機能、および高速なデータ変換機能 

ルーティング機能 発信者から受け取ったデータを判別し、受信者や情報区分などの条件

と指定したルールに基づいてデータを振り分けて送信する機能。 

トランザクション管

理機能 

取引先やメッセージ、通信プロトコル、リソースを管理および制御し、デ

ータ転送の結果として多数のトランザクションを確実にビジネスモジュー

ルにつなぎ、その状態を管理する。 

運用管理機能 永続性や可用性を高めるために各種監視機能によりデータ交換やジョ

ブ実行時の再試行／自動復旧を行う。また重度障害を想定し、障害の

検知とメール等による通報、および各種運用監視ツールとの連携機能

等も必要とされる。 

監査機能 メッセージ送受信における各種ログの出力を行う。 

利用者インターフ

ェース 

ASP等の配置を考慮し、Webベースの画面インターフェースによりインタ

ーネット経由での各種設定および管理が可能となる。またグループ毎の

権限設定によりセキュリティを確保する機能も必要となる。 

プロキシ機能 取引先との通信機能（HTTP/HTTPS)を通信サーバから分離し DMZ 上

に配置することによりビジネスデータへの不正アクセス、業務システムへ

のアタック等の危険を削減する機能（ビジネスモジュールの機能と物理

的なサーバを同居する場合等に必要となる。） 



 

 
 ３-１

 
３. ハードウェア構成要素 

３.１ ハードウェア構成の記述にあたって 

ハードウェア構成は、本ドキュメントで前述したシステム構成、及び別途

ドキュメントで記述する運用要件、セキュリティ要件、性能要件を検討した

上で決定される。 
 
又、本システムの利用方式（ASP、自社導入）や導入企業の規模（大企業、

中小企業）によっても異なる構成が想定される。 
そこで本アーキテクチャ設計のハードウェア構成では、以下の点を記述の

対象とする。 
 
・ 前述したシステム構成要素の各機能について、ハードウェア配置の検

討を行う。各機能をハードウェアにマッピングした論理的なハードウ

ェア構成を決定することを第一の目的とする。 
・ ハードウェアの具体的な物理構成については、別途ドキュメントで記

述する運用要件、セキュリティ要件、性能要件を検討した結果を受け

て決定される。 
・ システム利用形式として、ASP 方式をハードウェアの基本構成として
検討し、各企業への自社導入する場合は、その導入コストや運用およ

びセキュリティのレベルに応じて、基本構成から必要とされる構成要

素を抽出し決定する。抽出のポイントについては本ドキュメントに記

述する。 
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３.２ ハードウェア構成 
３.２.１ ハードウェア構成図 

本システムのシステム構成要素の各機能について、ハードウェアに配置し

たハードウェア論理構成を以下に記述する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 ３．１ システムハードウェア構成図 
 

３.２.２ ハードウェア構成要素とシステム構成要素のマッピング 

本システムのハードウェア構成要素と、各ハードウェアに配置するシステ

ム構成要素の機能について、以下の表に説明する。 

表 ３．１ ハードウェア構成要素 
サーバ名 役割／機能 

ビジネスモジュール 

サーバ 

ビジネスモジュールの機能を配置するサーバ。ビジネスプロセス情報

に基づき、既存の業務システムや通信サーバと連携して、企業間取

引を実現する。 

又、ビジネスモジュールを利用するための窓口（画面）としての役割も

持つ。販売側・購入側の基本的な業務に対応する。 

ロードバランサー ビジネスモジュールサーバへの要求に対して、サーバの負荷に応じて

要求を複数のサーバーに分散する。 

DB サーバ ビジネスモジュールで利用されるデータを格納するサーバ。 

ビジネスプロセス情報、取引履歴情報、ＪＥＤＩＣＯＳ－ＸＭＬスキーマ、

業務ＤＢ、業務管理ＤＢ等を格納する。 

ファイアーウォール 第三者による内部システムへの不正アクセスからシステムを守る。本シ

ステムの入り口となる。 

DMZ セキュリティ上必要な、ネットワークの一部。ファイアウォール、SSL 中

継サーバ、メールサーバが配置される。 

メールサーバ メールの送信、受信を行うサーバ。システムからのメール通知、及び

自動応答等の機能にて利用する。 

WWW・SSL中継サーバ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄメールサーバ

DMZ（非武装地帯）

ファイア
ウォール

ビジネスモジュールサーバ

ロードバランサー

認証サーバ 運用監視サーバ

DBサーバ
（クラスタ構成）

通信サーバ

購入側
業務システム

販売企業側
システム

中継サーバor 
ファイアウォール
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WWW・SSL 中継サーバ Web クライアントからの業務の入り口となるサーバ。クライアントからの

要求に対して、SSL認証を行いビジネスモジュールサーバへ処理を渡

す役割を果たす。又、企業のサーバ通信を行う際に、通信サーバの

への中継も行う。 

通信サーバ 通信サーバの機能を配置するサーバ。 

ebXML の通信を解釈・生成するためのミドルウェアで、XML 処理・通

信処理を担当する。 

認証サーバ 本システムを利用する上でのユーザの正当性を確認し、各種利用権

限を管理するサーバ。 

運用監視サーバ システムのサービス状況の監視や、バックアップ等日々のシステム運

用を制御するサーバ。ビジネスモジュールサーバ、通信サーバ等の

運用管理機能と連携し、システムを統合しての運用監視を行う。 

基幹業務システム 各企業の持つ、既存の基幹業務システム。受発注の業務サービス等

が配置されたサーバ（システム）。 
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３.２.３ 利用形態に応じたハードウェア機能配置 

システム構成要素の各機能について、各機能の必要性、同一ハードウェア

の複数機能の共存、１機能内のサブ機能の複数ハードウェアへの分離等、配

置の変更が可能である。 
前述した各ハードウェアの機能について、本システムの利用方式（ASP方

式、自社導入）及び企業規模に応じて、各ハードウェアの必要性、及び機能

配置の条件について、以下の表に記述する。 
なお、ハードウェアの信頼性向上、高速化についてのハードウェア物理構

成については、運用設計書に記述する。 
表３．２ 利用形態に応じたハードウェア機能配置 

サーバ名 ASP 自社 

導入 

その他構成に関する条件 

 

ビジネスモジュー

ルサーバ 
○ ○ 

・(共通)：パブリックフローのプロセスを管理するサーバと業

務フローのプロセスを管理するサーバに分離可能。 

・(共通)：ビジネスプロセスを管理するサーバと業務サービ

スを実行するサーバを分離可能。 

ロードバランサ 
○ △ 

 

DB サーバ 
○ ○ 

・(自社)：ビジネスモジュールサーバと共存可能。 

 

ファイアーウォール ○ ○ ・(自社)：既存のファイアーウォールを利用可能 

DMZ ○ ○ ・(自社)：既存の DMZ を利用可能。 

メールサーバ ○ ○ ・(自社)：既存のメールサーバを併用可能 

WWW・SSL 中継サ

ーバ ○ ○ 

・(ASP)：WWW、SSL アクセラレータは別ハードウェアに配

置。 

・(自社)：SSL アクセラレータは任意。 

通信サーバ 

○ ○ 

・(自社)：通信サーバを DMZ上に配置可能。 

・(共通)：選択するソフトウェアプロダクトによってはビジネ

スモジュールサーバと共存する場合がある。 

認証サーバ 
△ △ 

・（共通）：認証のために別途サーバを立てる必要がある場

合のみに必須となる。 

運用監視サーバ ○ ○ ・(自社)：各企業毎の既存の運用監視サーバを利用可能。

業務システム ― △ ・(自社)：既存の業務システムと連携する場合のみ。 

※表内説明 
○：必須、△：任意、－：対象外 
（ASP）：ASP方式の配置条件 
（自社）：自社導入方式の配置条件 
（共通）：ASP方式、自社導入方式双方の配置条件 
 

３.２.４ ASPへのシステム配置を考慮した配置構成 

本システムは、販売側、購入側の２つの機能を持ち、通常は片方の機能で

稼働するが、本システムを ASP業者が提供する場合、購入側、販売側の双方
で共有するため、システム内に双方の機能が必要となる。 
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そのため、システムのモジュールとして双方の機能を搭載することとし、

システムを自社導入する場合には、購入側又は販売側の片方の機能のみを利

用することとする。 
 


